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保険契約における．「危険の増加」
　　　　　　を　め　ぐって
　　　一火災保険を中心に一
鎗　木　辰　紀
??
　本稿は契約時における告知義務の，保険契約期問中への延長に遇ぎない危険
増加の問題i〕をとりあげ，論述せんとするものである。初めに本稿でとり上げ
る問題点を要約して掲げれば，以下の通りである。1．告知義務と最大善意契
約性，2．危険の増加をめぐる英法の立場，3．危険の増加と危険不変更義務と
の関係，4．わが火災保険普通約款第8条の検討。以上が本稿で考察せんとす
る問題点である。ただ主題については筆着自身にいまだ十二分の省察が足りず・
したがって論述も自由ではあっても，結論的断案のごときものではない。この
点読老のご寛恕とご叱正を乞う次第である。
注（1〕L・・blig挑・f・it・きr・・…6d・d6・1・…き1’・・・・・…1・・ci「constances
　　．g9。。。・・t・・・…t・i・・i，・・f㎝d，q・・1・p・・1㎝g・m・・t，・・・・…d・・。・t・・1・
　　de　robligation　de　d6claration　initiale，＿（Picard，M．et　Besson，A。，1二2s
　　A。。舳勉㈱〃㈱肋s舳1）励〃㈱桃，2・6d．t．I，1964，PP・119－120）・
2．
　保険契約に固有の親度たる告知義務制度の存在理由については，わが国初め
独，仏，スイス等の諸副こおいて・ロエリの主唱にかかるいわゆる保険技術説・
危険測定説が有力であり，通説であるといってよい・これに対し英米において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l105
　n2
は，いわゆる保険契約の最大善意性をもって告知義務制度の根拠とするのが一
般であり，両国における通説といえる。すなわち菓米の保険学者の説くところ
を見ると，たとえぱ，保険契約は最大善意の契約（C・nt…t・f　utmo・t　g00d
f・iτh）であるから，契約当事者はいずれも重要た事実に関し自己の知り，また
は知りうべかりし一切の事情を不告知または不実告知し，それにより，右の事
情を知らず，または反対の事実を信じている相手方を契約に引き入れることを
禁ぜられるとされ，さらに保険契約は必要な情報についての知識に不平等があ
る当事者；こより締結されるものであるから，右の最大善意の義務は保険契約に
当然に黙示されているといわれ，この点が「買手は自ら注意せよ」の法諺の適
用ある売買契約などと異ると指摘せられる。｛1〕さらにまた次のごとき論述も見
られる。「大低の契約は善意の契約である。しかしながら保険契約は最大善意
の契約である。したがって契約成立以前の交渉の過程において最大級の善意が
要請せられる。この要請は古くかつ興味ある歴史を持つ。すなわち海上保険の
初期の時代には，保険契約はそれにより担保される船舶または籏荷の所在地と
は隔絶せる地において締結された。それ故保険者・保険契約者双方は，当時一
般の商敢引において要請せられる以上の善意をもって交渉にあたることが必要
であった。右の必要性こそ正に告知義務制度存在の基礎である」｛2〕ム
　これらの主張に見られるごとく，英米において告知義務存在の理由とされる
ところは，危険事情についての契約当事老の知識の不平等および，それを奇貨
とLての一方当事老のこれが悪用の禁止であって，そこに認められるものはわ
が国初め大陸法系諾国の通説たる保険技術説の説明とは大いに趣きを異にして
いる。つまり英米の最大善意説において強調せられているところは，当事者聞
の重要婁実についての知識の不平等の除去・是正という点であるのに反L，保
険技術説・危険測定説の説くところは，保険技術の要請からする保険料と危険
負担との均衡保持の必要性，そのための情報提傑であって，Lたがって前者に
あっては当事者双方にかかる特別の善意義務が平等に要講せられるのに対し，
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後者においてはかかる特別の義務の担い手は保険契約老のみである。
　保険契約たおいては重要事実についての当事老の知識が不平等である故に，
両当事者は契約成立前の交渉段階において相互に積極的に重要事実に関しその
知れるところを，正確かつ誠実に告知する義務を負う。正にそのことを指して
保険契約は最大善意の契約であると呼ぶのなら，それはそれで英米法の一つの
立場として納得されるのであるが，英米の保険の教科書にしばしば見られるよ
うなr保険契約は最大善意の契約故に，当事老は重要なる事実につき不告知ま
たは不実告知をなLてはならない」という類の説明は正に本末が顛倒してい
る。保険契約が最大善意の契約だとせられるのは，上述のごとき理由から，当
事著に告知義務が課せられているからであって，保険契約が本来最大善意の契
約だからではない。この点をわれわれはしかと確認する必要がある。何故なら
この点に誤解があるために・わが国においてもこのr保険契約の最大善意性」
という英米の主張に惑わされて，保険契約上の総ての問題がこの視点から把え
うるもののごとく解する見解が散見するからである。しかし英米で保険契約の
最大善意性が云々せられるのは唯一つ告知義務に関Lてのみであって，保険契
約上の他の諸義務は，本稿の主題たる危険増加の問題を含め，総て保険契約の
最大善意性とは別個のものとされるのである。帽］
注（1〕　Jones，J．K一，ダ紗2肋脇糊刎21〃〃，1959，p．29．
　（2）Mehr，R－I。＆Cammack，E。，2〃刎奴召∫φ〃脇閉鮒2，3rd　ed．，1961，pp，110＿
　　111．
　（3）Apa汽from　tbese　occasions（契約時および更新時のこと一引用者注），the
　　parties　must　act　honestly，but　this　should　be　distinguished　from　the　duty　of
　　the　utmos1＝9ood　fa…th、一（Jones，op．cit，p．29）．
??
　では告知義務につき最大善意性をもってその根拠としている英米法は，告知
義務制度の保険契約期間中への延長に過ぎないと考えられる危険増加（変更）
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につき如何なる態度を持しているか。前述のごとく，英米においては保険契約
の最大善意性ということカミ告知義務の存在理由として総ての教科劃こおいて強
調せられているのに反し，その基底において告知義務とまったく共通の基盤に
立ち，したがってその敢扱の基本もこれと同列になさるべきだと考えられる危
険増加（変更）の問題に関しては，これを保険契約の最大善意性から説明する
論老は皆無である。
　危険の増加（変更）をめぐる英米法の立場は，これを統一的に締めくくる根
本観念に欠げ，したがって告知義務との必然的関連性さえもが見落されてい
る。これは告知義務の根拠を保険契約の最大善意性に求めた英米法が当然に担
うべき一つの宿命であったといえよ㌔それは兎も角，主題をめぐる英米の論
述は，統一的理念を欠くために，理論的には殆んど見るべきものなく，学老も
単に個々の特定の場合（例えぽ海上保険における航路の変更，航海の遅延など）
につき，これを一種の黙示条件（impIi・d　cOnditiOn）の違反としてその効果を論
じているに止まる。ωこれを英国の火災保険について見るに，この分野におい
ては危険の増加（変更）の問題は，もっぱら保険証券の記載文言，そのなかで
も特に保険契約老の表不事実または確約事実と客観的事実との一致，不一致の
問題として把えられ，本来重視さるべき危険（事故発生の蓋然性）｛到の増加せ
るや否やの問題はまったく慮外に置かれてい飢ただそこで間題とたるのは，
保険契約老側における詐歎の有無及び，保険証券記載の条件に対する違反の有
無のみである。コ割
　逆に，保険の目的物やその環境についての保険証券の記載事実と客観的事実
とが一致している隈り，たとえ危険事情に変更が加えられて危険が増加しても，
それは危険の変更（Alterati㎝of・isk）ωには当らないとされる。㈲他方，客観的
事実が保険証券中の記載事実と相違し，いわゆる条件違反（B・…h・f…diti・n）
を構成する限り，危険が増加せると否とを間わず，契約は場合によっては失効
するとされ，また場合によっては保険者の漿補責任が免ぜられるとする。㈹さ
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らに右の棉違が存する限り，それが保険契約者または被保険者の故意，過失に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O　O　O　O　O　Oよると不可抗力によるとで，違反の効果に差異はたい。しかして英米の火災保
OOOOOOO　　OOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOOO　　OO険法においては，危険が増加しないことそれ自体を一般的に保険契約の「黙示
OO　　OOOOOOOOOOOO条件」とする考え方は皆無であ乱それ故英米両国の火災保険においては，保
険老は必ず一定の明示条件（ExP・・ss　condit三〇n）を保険証券に挿入して自衛の措
置をとらざるを得ない事瀞こある。
　これを要するに英国の火災保険法にあっては危険事情の変更を，保険料と保
険者の危険負担との均衡を打破る危険増加の間題として把え，この不均衡の是
正こそが間題なのだという視点が完全に欠落しているといえよう。㈱
注（1）加藤由作，海上危険新諭，996－7頁参照o
　（2）仏法では危険増加事清として，（1〕危険発生の蓋然僅（prObabiIit6）を増犬させる
　　もののほかに，（2）保険者によって負担される危険の強度（intensit6）を増加させる
　　もの，つまり保険事故の結果、保険者の負担するに至る最終責任額を増加させる種
　　類の危険増加も含まれとされ，その例として被保険者による求償権の放棄が挙げら
　　れているo（WPicard，M．etBesson，ん，op．cit一，pp．120＿121）．
　（3）Where，㎝the　other　hand，the　identity　of　the　subject－matter　remains，no
　　altefation，however　extensive，in　the　subject－matter　or　in　its　surroundings　or
　　atte皿dant　circumstances，wm　affect　the　validity　of　the　policy，provided　that
　　it　is　made　without　量raud　and　is　not　prohibited　by　the　conditions　of　the
　　pOlicy；　and　三t　is　immateわal　that　the　danger　of　五re　is　gre目t工y　increased．
　　The　assured　may，therefore，at　any　time　aIter　his　trade　or　business　or
　　introduce　da㎎erous　goods　upon　his　premises．＿（Welford，B。＆Otter－Ba耐y，
　　W、，丁加五伽7召肋梅加ル〃郷一，4th　ed．，p．210）．
　（4）葛蛾博土によれぱ英国の海上保険法では，“Alteration　of　risk”を「危険の変
　　革」とL、“VariatiOn　of　risk”を「危険の変更」とL，両語を使い分けている由
　　であるが（葛城照三，海上保険研究（下巻）125頁），We1｛ord＆0tter－Barryの
　　前掲書ではかかる区別が認められず，両者を含む極めて広い意映で“Alteration
　　of　risk”という一語添用いられている（See　We雌ord＆Otter－Barry，op．cit．，P．
　　209et　seq．）oそこで本稿ではこの“Alteration　of　risk”をr危険の変更」と訳
　　して用いた。右念のため。
　（葛）上注（3）およぴジ亘一ンズの前掲書109頁に掲げられているPim帆Reid（（1843），
　　6M一＆G．1）事件を参照o
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（6）　このような効果の養異は約款内容の相違にもとずくものに遇ぎない。
（7〕ただし英国の実務において用いられている危険の変更に関する明示約款には次の
　3種のものがあるoすなわち，（1）総ての変更を禁ずるもの，（2）危険の増加をもた
　らす変更のみを禁ずるもの，（3）保険者への通知を欠く変更のみを禁ずるものの3
　種であるoしかしてさらに右の（1〕と（3〕については，明示条件の内容如何により，変
　更の程度や一時的なものか香カ㍉さらには変更により危険が増加したか否かを問わ
　ず，（a〕総括的文言で一切の変更を禁止の対象とするものと，（b）特定の種類の変夏
　のみを禁止の対象とするものとがあり，他方（2〕の場合には，（a）変更が一時的なも
　のか永続的なものかを闇わないものと，（b）永続的変更のみを禁止の対象とするも
　のとがある由である（See　Welford＆Otter－Barry，op－cit一，pp－214－5）oしかし
　て英国の翼行標準火保約款では，右の（2）の（盆）の立場が採られている（本稿第5節参
　照）。
（8〕これに対しアメリカではかたり理解も進んでいるようで，後述のごとく，ニュー
　ヨHク州標準火保約款が保険の休止事由としてr危険の増加」を第一に謹っている
　ほか，次のごとき叙述が兄られる。（When　the　risk　is　written　and　the　rate舷ed，
　it　is　assumed　that　the　risk　wi正1τemain　constan土during　tbe工ife　of　the　poIicy．
　If　there　is　any　change，the　insurer　should　have　the　opPortunity　either　of
　canceling　the　policy　or　of　securing　a　higher　premium，It　might　be　contended
　that　the　one　c1ause　suspending　the　coverage　if　the　hagard　was　increased
　would　be　comprehensive　enough　to　inc11ユde　the　others　within　its　scope．
　Since　in　eve町case　what　does　constitute　an　increase　in　the　hagard　is　a
　matter　of　fact，and　hence　in1itigated　cases　a　I〕ユatter｛or　jury　to　decide，the
　framers　of　tbe　standard　policy　undertook，in　addition　to　induding　the　more
　co㎜prehensiYe　clause，de丘nitely　to　incorporate　speciaI　situations　which　in
　thei］＝opinion　increase　the工isk　to　a　deg工ee　that　warranted　a　suspension　of
　the　c0Yerage．一Magee，J．H一，0召閉召γ囮11惚s砒7α肌召，5th　ed。，1957，PP－139－140）
4．
　本節では危険増加とドイツ学者のいう危険不変更義務につき若干触れてみた
い。加藤博土によれぼドイツの学著は一般に，危険の変更につき，これを危険
不変更義務と称し，保険契約者または被保険老の負担する本来の義務（P伽cht），
またはこれに準ずべき性質のもの（0blieg㎝heit）としている由であるが，ω果
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’して保険契約老または被保険老にかかる義務を認めることは正当であろうか。
　確かにドイツ保険契約法第23条第1項はr保険契約者は契約締緒後保険者
の承諾なくして危険の増加をきたす行為をなし，または第三著をしてかかる行
為をなさしめてはならない」と規定しているから，ドイツの学界で危険増加を
危険不変更義務の違反として把えている理由も納得できなくはない。しかLこ
九がわか商法第656条以下についても同じく危険不変更義務を前提とした規定
であるとの解釈2〕には，賛意を表し難い。
　そもそも保険契約者または被保険者（以下略して保険契約老のみを掲げる）
にかかる義務ありとすれぼ，現実の問題として保険契約を有する被保険者はそ
の保険の対象たる家屋なり，動産なりを自由に使用，収益する権利に制限を受
ける結果とたりかねたい。何故なら家屋に大修繕を加えたり，大幅な増改築を
行うこと，または一定の期間これを空屋にすること，さらには今までより一層
動力の強いモーターを持込む作業を始めること，火または易燃性物質を取扱う
内職を始めることなどは，これ総て危険事情に影響し危険の増加を惹起せず
にはいないからである。Lたがってもし被保険者に保険契約上当然の義務とし
て危険不変更の義務ありとすれぱ，家屋について火災保険を締結せる被保険者
は右のごとき家屋の自由な使用，およびそれに伴たう収益を遠慮せねばならず，
もしそうでなけれぱ直ちに保険保護を剥奪される結果にたる。このようなこと
は果Lて妥当といえようか。継続的傑障を与えることを本旨とする保険契約が
これでは自らその機能の大半を放撰1することにならないか。それ故，保険契約
老が自已の有責な行為で危険を増加した場合にも，これに対し直ちに失効また
は保険老免責をもって対処する日商第656条，　ドイツ保契法第25条，スイス
保契法第28条1項の立場には賛しかねるのである。この点ピカール・ベソンが
仏保契法の危険増加に関連して述べている以下の言葉は，極めて妥当なものと
考えられる。すたわち「保険は保障（・6㎝・it6）を提供することを目的とせる継
続契約である。それ故保険は，その本来の目的を達成するため，諸事情に対応
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し，危険に見合わなげれぱならたい。保険はこの点では副次的な性格を示すに
止まる。つまり被保険著の一般的活動を束縛して沈滞を強いたり，被保験者の
人的および財産的立場（事情）の一切の変更を絶対的に禁じて，その違反に対
しては厳しい契約解除（解約の意）の制裁をもって律することはできないであ
ろう」倒と。かくてピカール・ベソンの立場からは，危険の増加がある場合に
も，増加危険に見合う保険料の増額による均衡の回復こそが問題解決の第一義
策であり，契約の解除はむしろ二義的な止むなき措置として眺められるのであ
る。｛4］
　この点仏保契法自体も同様であって，被保険者が悪意（保険者を歎閏する意
思）で危険の増加を招来したのでない隈り，危険増カロが被保隊老自身の行為に
よると否とで課せられる制裁に格別の差異を設けていない。
注（1〕加藤由作，海上危険新論，835頁。
　（2）伊沢拳平，保険法，188および195頁o葛城博士も目・独・仏法においてかかる
　　義務があるかのごとく説かれている（葛城，前掲書，124頁）。反対，加藤由作，
　　前掲書，同頁，および大森忠夫，保険法，195頁注の6。
　（3〕Picard　et　Besson，op．cit。，PP．118－9一なお危険の減少の場合につき“rassur6
　　S’engage註maintenir　le　r三Sque”なる文牽が見えるが，これは被保険者は危険を
　　勝手に滅少させ，それを理由に無闇に保険者に保険料の減額を請求することは許き
　　れないということの説明として述べられるものであるo危険の増加にっいでは，
　　r契約時の合意条件を変更する事情の発生」であるというに止まる。
　（4）　Picard　et　Besson，op・cit・，no昌75et85．
5．
　前節までにおいて筆老の抱懐している主題に関する大方の見解は披渥された
ので，本節では現行のわが火災保険普通約款の関連規定たる第8条につき検討
してみたいと考える。論述の都合上第8条全文を下に掲げる。
（火災保険普通約款第8条）
　1．保険契約締繕後，次の事実が発生した場合には，保険契約著叉は被保険者は，事
実の発生がその責に帰すぺき事由によるときはあらかじめ，責に帰すことのできたい婁
　ユユ：2
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田によるときはその発生を知った後遅滞たく，奮面をもってその旨を当会杜に申し出
て，保険証券に承認の裏書を請求しなけれぱならない。但し，その事実が止んだ後は，
この隈りではないo
　（1〕傑険の冒的につき，他の保険者と火災危険を負担する保険契約を締結すること。
　（2）保険の目的を譲渡すること。
　（3〕保険の目的叉は保険の目的を収容する建物の構造を変更し，父はこれを改築し着
　　しくは増築し，叉は引き続き工5日以上にわたって修繕すること。
　（4）保険の目的叉は保険の目的を収容する建物を引き続き30日以上空屋若しくは無
　　人とし，叉はその建物カミエ場である場合に，引き続き30日以上作業を休止するこ
　　と。
　（5〕保険の冒的を他の場所に移転すること。但し，当会杜の負担する危険を避げるた
　　めに，他に搬出した場合の5日問については，この限りでない。
　（6〕前各号の場合のほか，危険が著しく増加すること。
　2。前項の手続きを怠ったときは，当会杜は，その事実が発生した時叉は保険契約者
若しくは被保険者がその発生を釦った時から承認葵書講求書を受領するまでの聞に生じ
た損害をてん補する責に佳じない。
　3．第1項に掲げた事実が存在する場合には，当会杜は，その事実について承認裏書
書を受領したと否とを問わず，保険契約を解除することができる。
　1．現行約款の起草に重要な役割を果Lた北沢博士の著書ωを見るとき，わ
れわれは昭和16年（1941年）の約款改正において，主要各国の約款が参酌さ
れた中でも，当時わが国で用いられていた外国会杜約款および，米国のニュー
ヨーク州標準約款が幅広く取入れられたことを知りうる。このことは北沢氏自
身も承認していることながら，1886年のニューヨーク州標準約款を見ると，そ
こにわれわれは前掲のわが現行約款第8条1項3号および4号の原型ともいう
べきものを見出す。すなわち1886年のニューヨーク約款においても，（1）引続
き15日以上にわたる建物の増・改築，修繕（bui1ding，ak・・ing　or　r・p・iring　the
p．ope．ty　bey㎝d　a　p・・iod　of15d・ys・t　any㎝e　tim・），（2）引続き10日以上にわ
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たる工場の作業休止（susP㎝sion　Of　OPerati㎝s　Of　a　mamfacturi㎎plant　bey㎝d
a　periOd　Of10days），（3）10目以上にわたる空屋または挙家不在（vacancy　Or
㎜㏄cupancy｛0τ10d・ys0・醐o・・）の3老が契約の失効事由（マ0id）として掲げ
られている。ところが本家の米国では1918年の改正で右の諸規定は契約の失
効事由から「休止」事由に緩和され，さらに1943年の改正では，時の経過と
ともに既に多くの条項が時代遅れの実情に適さないものになったとして，前掲
（3）の空屋・無人条項の許容最高日限が60日間と大幅に延長されたほか，（1〕の
建物の増改築・修繕条項および（2）の工場の作業休止に関する条項はともに廃止
され，代って「保険契約者の支配または了知範囲に属する危険の増加」が「休
止」事由として加わった。＝2〕
　筆者がニューヨーク州標準約款の右のごとき変遷を紹介したのは，実はそこ
に大いなる進歩の跡と合理性を見出すからにほかならたい⊃本来危険の増加の
問題は，その存在の根拠からいっても単なる危険の変更の間題ではなく，問わ
れるべきはその変更によって危険発生の程度が実際に著しく増加したか否かで
ある。危険に増加が認められぬ限り，危険の変種（変革）に当る場合を除き，
保険老に格別の契約内容修正権，解約権を与える必要はない。この点は独保契
法，スイス保契法，仏保契法もともに明認するところである（ともに「危険の
増加」のみを問題とL，変更なる字句を用いていない）。しかるにわが商法第
656・657の両条が危険の「変更または増加」と規定しているため，ややとも
すると危険の増加を伴わない単なる「質的変更」も問題とたるがごとくに解せ
られる憾があったが，それは本来誤りというべきであろ㌔かく考えれぱ・現
行約款第8条にも問題がないわげではない。例えぱ第1項第1号の他保険の締
結などはその適例といえ乱プラソス標準約款でも保険期間中におげる他保険
の締結を通知義務の一つとしているが（同約款第8条4項），これを一般の危
険増加事由とは童ったく別個独立に規定し，かつこれが不通知に対する制裁も，
損害時に他保険の存在を隠散したときにのみ初めて課せられるのである（拙稿，
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現行仏火保約款解説，損害保険研究第28巻3号161頁参照）。一考に値する点
と考える。
　北沢氏は現行約款第8条に関連して・立法論としてはとも角・約款規定とし
ては，（1）危険が著しく増加した場合と・（2）危険に増加なくとも変更ある場合
の両老を規定する必要あり，危険の著しい増加のたい場合にも，保険老の手持
額を加減する等の引受技術上の必要から，たおこれが通知を求めることは各国
約款に共通であるとLているが，＝割果してこれが正当といえようか。ちなみに
現行の英国標準約款では，契約の失効事由たる危険の変更（A王teratiOn）として，
〈1）保険の目的物の移転，（2）滅失・損傷危険の増加，（3）遺言もLくは法の作
用以外の被保険利益の消滅の3つを掲げるが，（1）は危険の同一性の喪失（危険
の変種）の場合であり，（3）は被保険利益の消減の場合であるから，真に危険の
変更に当るものは（2）のみである。なお米約款については前述参照。
　2．現行約款第8条2項は，第1項の通知を怠ったときは，変更事実の発生
時叉は保険契約老がそれを了知Lた時から承認裏書清求書受領時までの間に生
じた損害をてん補せず，と規定している。したがってこれのみを見ると1危険
の変更・増加につき通知を怠る問は総ての損害がてん補されないかのごとく読
まれるが，第1項本文但書に見る通り，本条の制裁の本質はいわゆる保険の休
止（中断：suspensiOn）であるから，変更の事実が止み・事態がもとに復した隈
り，保険保護は従来通り復活すると解すべきである。そのことは保険の目的叉
はこれを容れる建物の増改築，修繕の場合も同様であって・増改築または修繕
が終了しさえすれぽ，通知義務違反の有無を問わず，保険担保は当然に再開す
る。したがってまた同第3項規定の解除権（事実は解約権）も変更事実が止ん
でしまった場合には，これを行使できないものと解される■
　以上現行約款第8条が実質において保険の休止をもって危険の増加（変更）
に対する制裁とL，商法の立場を大きく修正緩和Lたことは・主観的（保険契
約老の責に帰すべき）危険増加と客観的（責に帰すべからざる）危険増加とを
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（通知を発する時期を除き）特に区別しなかった点とともに，実際的にも理論
的にも，頗る妥当な措置であったと考える。
注（1）北沢宥勝，火災普通保険約款論。
　（2〕ニューヨ■ク州標準約款の変遷についての本文の叙述は，Hedges，J．E．，＆Wil－
　　liams，W一，pクαc抗吻1柳2伽∂C鰍α1抄1〃∫一，7th　ed一，ユ96ユ，pp－5ユー2に拠ったo
　（3〕北沢，前掲書226頁oなおピカール・ベソン（op－cit一，no79）は現行仏約款が危
　　険増加事宿とLて「改築」（Changement　de　constructiOn）を掲げていることに畜
　　及して，もLかかる改築が事教発生の確率または損害額を増大させたいなら，たと
　　え約款に通如事由として関記されていても，籏保険着には通釦義務なしとしてい
　　るo仏判例も同様の立場であるo
　（吐〕猿保契法第24条2項も，危険が原状に復したときは，保険者の解約権は消滅す
　　るものとしているo
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